
(公印省略 )

分 医 発 第 1575号

令 和 6年 6月 27日

関 係 郡 市 医 師 会 長  殿

大分県医師会長 河 野  幸 治

令和6年毎月勤労統計調査特別調査への調査協力依頼について(依頼 )

厚生労働省では1～ 4人の常用労働者を雇用する小規模事業所における雇用、給与、

労働時間の実態を明らかにするため、年 1回 (7月 31日 現在について)「毎月勤労統計

調査」(統計法に基づく基幹統計調査 )を実施しており、本年度も令和6年8月 から9月 に

かけて統計調査員が事業所を訪問し、調査を実施する旨、日医を通じて別添のとおり

協力方依頼がありました。

つきましては、下記市町内の貴会関係機関が指定された場合は、本調査への円滑

実施にご協力下さるよう、ご高配方よろしくお願い申し上げます。

記

◇指定調査区の市町村 (調査対象地域の詳細は県通知に掲載)

豊後高田市  速見郡日出町  由布市  佐イ自市  豊後大野市

竹田市  玖珠郡玖珠町  日田市  宇佐市  大分市

別府市  中津市  津久見市  臼杵市
以上12市。2町



日医発第 497 号(情シ) 

令和 6年 6月 11 日 

都道府県医師会長 殿 

公益社団法人日本医師会 

会長 松本 吉郎 

（公 印 省 略） 

 

 

令和 6年毎月勤労統計調査特別調査への調査協力依頼について（依頼） 

 

  

 厚生労働省ではわが国の雇用、賃金、労働時間の実態を明らかにするため「毎月勤労統計調

査」（統計法に基づく基幹統計調査）を実施しております。 

 この度、令和6年調査として「特別調査」を実施するにあたり「別紙写」にて協力方要請

があり、本会は従来通り協力することと致しました。 

 つきましては、下記の通り関係資料を送付致しますので、貴会におかれましては引き続き本

調査にご協力方よろしくご高配賜りたくお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

 

1．本会宛ての調査協力依頼文書 

2．毎月勤労統計調査特別調査の調査票 

3．毎月勤労統計調査のお願い 

4．毎月勤労統計調査特別調査の準備のための調査のお願い 

5．毎勤だより 

6．令和５年特別調査の概況 

7．特別調査イメージキャラクターとくちゃんのイラスト 

8．毎月勤労統計調査特別調査 指定調査区 市区町村名一覧 
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益社団法人 日本医師会 会長 殿

厚生労働省政策統括
（統計・情報システム管理、労使関

令和６年毎月勤労統計調査特別調査への調査協力依頼について

厚生労働省が統計法に基づく基幹統計調査として実施する「毎月勤労統計調査」につき
しては、 日頃よりご配慮を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、 毎月勤労統計調査のうち 「特別調査」 につきましては、 １～４人の常用労働者を
用する小規模事業所における雇用、 給与及び労働時間の実態を明らかにするため、 年１
（７月３１日現在について） 実施するものです。
都道府県の統計調査員が８月から９月にかけて事業所を訪問し、事業所の常用労働者数、
業の内容等を確認した上で調査を実施いたします。 貴会会員の事業所に統計調査員が訪
した際には、この調査にご協力いただけますよう周知のほどよろしくお願いいたします。
お、 調査対象となる地域は、 別添 「指定調査区市区町村名一覧」 に記載の市区町村内の
部地域となりますのでご参照願います。

後に、 以下のものを各１部同封いたしますのでご活用いただければ幸いです。
また、 これらの電子ファイルが必要な場合は、メール又は電子媒体でお送りいたします
で、 お手数ですが以下の担当までご連絡くださいますようお願いいたします。

（同封物）
・「毎月勤労統計調査特別調査の調査票」
・「毎月勤労統計調査のお願い」
・「毎月勤労統計調査特別調査の準備のための調査のお願い」
・「毎勤だより」
・「令和５年特別調査の概況」
・「特別調査イメージキャラクタ」とくちやんのイラスト」

【担当】
厚生労働省 政策統括官付参事官付
雇用・賃金福祉統計室

　

毎勤第一係

　　

渡遷

　

ＴＥＬ：０３‐５２５３‐１１１１（内線７６３１）
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⑬
政府統計

　　

厚生労働省

１統計法に基づく基幹統計調査１様式第５号（第９条関係）

毎月勤労統計調査特別調査票
（令 和

　　　

年 ７月

　

分）

（電話）

　　　　　　　　　　　　　　　　

局

　　　　　

番

都道府県
番

　　

号 調

　

査

　

区

　

番

　

号 事業所一連番号
※産業分類番号 企業

規模
番号大 中

２

　

主要な生産品又は事業の内容は何ですか。（主要なものとは、 総収入の最も多いものです。）
３

　

調査期間は、 いつからいつまででしたか。（６月の最
終給与締切日の翌日から７月の最終給与締切日までの１
か月間です。）

　　　　

月

　　　　　

日から

　　　　　

月

　　　　　

日まで

４

　

調査期間末日の常用労
働者数は何人でしたか。

　　　　　　

人

５

　

企業（同一会社に属するすべての事業
所）の全常用労働者数は、何人ですか。
該当する番号を０で囲んでください。

（１）３０人以上 （２）５～２９人 （３）１～４人

常用労働者キごついて １常用労働者とは、期間を定めれこ、又は熔月以上の期間を定めて雇われて噌 砂鞭 一 巻書議 題連繋署代表者ｉ記入してください。

ｌ

氏 名 又 は 符 号
２

性

３

通

　

勤

　

・

住

　

込

　

み

の

　　　

別

　

（注）

４

家族労働者

で あ る か

どうかの別

５

　　　　　　　

６

年

　　

齢

　　

勤続年数

［毒”裟糟選ま璽ｇ罰

７

出

　

勤

　

圏

　

数

錆 時間妻も
就業濠趣日は
１日礎数えて
くださ澄鰻

　

有
給休暇は含め
ないでくださ
い。）

８

１日の発芽働
時

　

間

　

数

（７月中の通
常日の労働時
間を記入して
ください。 休
憩時間は除き
ます。）

９

きまって支給する現金給与額
（毎月同じように支給される

給与（税込み）で、残業手当
を含みます。）

　　　　　

（１００円未満は四捨

ｌｏ

昨年の８月１日力１ら今年の７月
３１日まてヂに特≧芳班こ支藷添われ÷たこ現
金給与額（夏季又は年末の賞与、３か月を超える期間で算定され
る給与、 ベースアップの差額追給分及び支給事由の発生が不確
実な給与の総額（税込み）です。毎月きまって支給する給与は含
みません。）
入してください。）

男 女 通 住 家族 諺

　

；

Ｉ Ｉ ２ Ｉ ２ Ｉ ２

歳

　　　

年 日 時間 百万 拾万 万 千 百円 百万 拾万 万 千 百円

２ Ｉ ２ Ｉ ２ Ｉ ２

　　　　　　　　　　　　

′

３ Ｉ ２ Ｉ ２ ．
：
２

４ Ｉ ２ １１ ２ Ｉ ２

（渇

　

住込みとは、 家族労働者であるかどうかを問わず、 事業所の構内又は事業主の住宅内に居住し、 常態として食事の提供を受けている者をいいます。

備

　　

考 面接者氏名 調査票作成
年

　

月

　

日 年

　　

月

　　　

日 統

　　

計
調査員印

※印欄は記入しないでください。
この調査は、統計法に基づく基幹統計を作成するために行う調査です。この調査の対象となった事業所の方々には統計法に基づく報告の義務があり、報告の拒否や虚偽報告については罰則があります。この調査の実施に当たっては、 特に必要がある場合には、 資料の提出のお願いや関係者の方々への質問を行うことがあります。



事業主の皆さまへ 　
政府統計

１「÷÷編罰団罰統計調査のお願い

　　

１
毎月勤労統計調査は、雇用、給与及び労働時間の変動を明らかにす
ることを目的に、 統計法に基づし、て厚生労働省が実施している、 国
の重要な統計調査です。 調査は事業所単位で行います。

Ｌ

　

調査は．２種類あります

　

』

調査対象の事業所は、 一定のルールに基づいて、 無作為に選ばれます。

調査対象に選ばれた事業所の皆さまには、
調査へのご理解とご回答をお願いいたします。

調査で知り
得た内容の
秘密保護は
万全です！
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調査の結果は、
景気の判断や、
社会保障制度を
検討するときの
資料として使わ
れます。

毎月勤労統計調査のキャラクター「まいちゃん

　

きんちゃん」

　　　　　　

◆ 詳しくは、 厚生労働省ホームページをご覧ください ◆
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トップページ

　

→

　

統計情報・白書

　

→

　

各種統計調査

　

→

　

厚生労働統計一覧

　

→

　　　　　

７，雇用

　

→

　

毎月勤労統計調査

　　

ｈｎｐｓ：／／ｗｖｖｗ，ｍｈｌｗ，ｇｏ．ｉｐ／ｔｏｕｋｅｉ／ｌｉｓＶ３０‐１，ｈｔｍｌ

ｅう 厚生労働省・都道府県

］

５人以上の労働者を雇用する事業所対象

　　

毎月勤労統計調査

　　　　　

毎 月 実 施

「～４人の労働者を雇用する事業所対象

毎月勤労統計調査 特別調査

　　

年１回 （７月） 実施



　
政府統計

事業所の皆さまへ

毎月勤労統計調査特別調査の

準備のための調査のお願い

厚生労働省
都道府県

　

お忙しいところ、貴重なお時間をし、ただきありがとうござし、ます。

　

この度、毎月勤労統計調査特別調査を行うための調査区として、この地域が

指定されました。

　

調査に先立ち、統計調査員が皆様の事業所にお伺いして、事業所の名称、
常用労働者数などをお尋ねする「準備のための調査」を実施いたします。

　

「準備のための調査」では、指定した調査区の最新の事業所名簿を作成いた

します。 この名簿は、調査の対象となる事業所を整理するためのもので、他の

用途に使用することは絶対にありません。

　

また、 統計調査員は知事が任命した公務員であり、調べた事がらについて

他に漏らすことは、統計法で固く禁じられてし、ます。

　

正しい統計結果を出すために、まず、事業所名簿が最新のものであることが

必要です。 統計調査員の質問には、ありのままをお答えくださいますようお

願いいたします。

毎月勤労統計調査特別調査とは？

　

常用労働者５人以上の事業所を対象に毎月行っている毎月勤労統計調査

（雇用、給与及び労働時間の変動を毎月明らかにする調査）を補うために常用
労働者１～４人の事業所を対象に年１回行う調査です。
調査対象の範囲は、農業、林業、漁業、家事サービス業、外国公務及び一般

公務を除く事業所です。
調査の結果は、国民経済計算（ＧＤＰ統計）の作成や中小企業施策の企画・立案など、
小規模事業所で働く労働者のための諸施策の基礎資料として役立てられてし、ます。
なお、この調査は国の重要な統計を作成するための調査として、統計法に基づ

　

く「基幹統計調査」とされてし、ます。



調査の流れ
厚生労働省

　　

調査区の指定

＜準備のための調査＞

調査区内の最新の事業所名簿を作成
統計調査員

　　

（事業活動の内容、労働者数などを
お尋ねします）。

調査区内の常用労働者数が「～４人の全ての

　　　

統計を作成する目的

事 業 所 に 対 し て

　　　　　　　　　　　　　　　　　

以外に使用すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

は絶対にありません。

常用労働者ごとの性別、 通勤・住込みの別、

　　　　　　　

家族労働者であるかどうかの別、 年齢、
′、 ｏｏｏ

　

′、

　　

勤続年数、 出勤日数、 「日の実労働時間数、
きまって支給する現金給与額、
年間の特別給与額
につし、て調査し、たします。

厚生労働省

　　

統計作成

＠

　

基幹統調査とは？

　　　　

国の重要な統計を作成するための調査として、 統計法に基づき

　　　

承認された統計調査のことです。
調査対象になった事業所は、統計法により調査に回答しなけ夕ればなりませんが、一方で
調査した内容につし、ての秘密の保護などにつし、ては厳重な規定が定められてし、ま或
国勢調査、経済産業省生産動態統計調査、経済センサス等も基幹統計調査です。

ご不明な点などがありましたら、下記までご連絡ください。

毎月勤労統計調査特別調査

イメージキャラクター

　　

「とくちゃん」

ひとくきめー 糟 騨親珊醒歳≦臓；８箔圏
厚 生労 働 省 毎月勤労統計調査特別調査の結果は、厚生労働省のホームページにも掲載されてぃます。Ｍｉｎｉ由胸ー１ｔｈ・Ｌａｂ…ｎｄＷｅ１伽

　

トッ プペ ー ジ → 統計情報．白書 → 各種統計調査 → 厚生労働統計一覧 →

　　　　　　　　　

７．雇 用 → 毎月勤労統計調査（特別調査） ｈｔｔｐｓ：〃ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏＪｐハｏｕｋｅｉ／ｌｉｓｔ／３１－１．ｈｔｍｌ



事 業 所 の 皆 さ ま へ
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毎月勤労統計調査

　

特別調査

毎月勤労統計調査特別調査とは？

　

常用労働者５人以上の事業所を対象に毎月行っている毎月勤労統計調査（雇用、
給与及び労働時間の変動を毎月明らかにする調査）を補うために常用労働者１～４人

の事業所を対象に年１回行う調査です。

　

毎月行っている「毎月勤労統計調査」は、その前身も含めると大正１２年から始ま

り１００年以上継続している歴史ある調査です。このうち、特別調査は昭和３２年から

実施しています。

　

なお、この調査は国の重要な調査として、統計法に基づく基幹統計調査とされ、
調査対象となった事業所に対して、回答の義務に関する規定が設けられており、さら

に調査の従事者には秘密保護の義務が課せられている、大切な調査です。

調査対象の範囲は、農業、林業、漁業、家事サービス業、外国公務及び－般公務を

除＜事業所です。
調査の結果は、国民経済計算（ＧＤＰ統計）の作成や中小企業施策の企画・立案な

ど、小規模事業所で働く労働者のための諸施策の基礎資料として役立てられていま
す。

調査の方法

　

調査に際しては、貴事業所に統計調査員がお伺いします。この統計調査員は、都

道府県知事が任命した公務員で、必ず統計調査員証を携帯しています。

調査の流れ

厚生労働省

　　　　　　　　　　　

都道府県

　　　　　　　　　　　

統計調査員

□□□□□□□
□□□□□□□
□□□□□□□
□□「Ｔ「□□

□□□
←

　

□□□□

　　

←



●令和５年毎日勤労統計調査特別調査の結果ガら●

◎性、年齢階級別きまって支給する現金給与額

（令和５年ワ月、企業規模「～４人、調査産業計）

（千円）

　　

－←

　

計

÷ロー

　

男

　　　　　　　　　　　　　　　　

２７９・７

　　

２８９・１

　　

２９６・１

　　

３０４．９

　　

２９１・８

　　

２７１・６

　　　　　　　　　　　　　　　

２５３．６

　　　　　　　　　　　

２４０．Ｉ
→←

　

女

　　　　　　　　　　　　　　　

２ｏ８・１

　　

２０７・３

　　

２０３．７

　　

２ｏ８．２

　　

２０６・５

　　　　　　　　

２１７・２

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０３．５

　　

２０２．０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１８９．３

１６３．５

　　　　　　

１６１．６

　　　

１３６．９

　　　　　　　　

１６９．６

　　　

．に〔

　

ｎ －－」＾

　　　

１６Ｑ４‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌｎ

　

ｎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

↓ｉＪＵ．ゴ

　　　

ー４６．２

　　　

１４６．８

　　　

１４７．７

　　　

１ｂｌ．６

　　　

▲ｖＹ・１

　　

１３９．６

　　　　　　　　　　　　

１乙○．０

７４．４

　　　　　　　

１２３．９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２５．４

１０１．３

１９歳以下

　

２０～２４歳

　

２５～２９歳

　

３０～３４歳

　

３５（）３９歳

　

４０^）４４歳

　

４５【）４９歳

　

５０～５４歳

　

５５｛）５９歳

　

６０～６４歳 ６５～６９歳

　

７０歳以上

◎きまって支給する現金給与額、特別に支払われた現金給与額、

　

出勤日数、通常日１日の実労働時間、勤続年数及び短時間労
働 者 の 割 合 の 推 移

　　　　　　　　　　　　　　　

竃本（事業所規模「～４人、調査産業計）

年 きまって支給する
現金給与額１）

特別に支払われた
現金給与額２）

通常日１日の
実労働時間１）

出勤日数１） 勤続年数３）短時間労働者
の割合３）

平成２５年

　　

２６

　　

２７

　　

２８

　　

２９

　　

３０

令和元

　

４）２

　

３

　

４

　

５

　　

円

　　　　　　　　

円

　　　　

時間

　　　　　　

日

　　　　　

年

　　　　　　

％

１９０，４７５

　　　　　　　

２０１，８０８

　　　　　　

７．１

　　　　　　　

２０．７

　　　　　

１１．２

　　　　　　　

２８．０

１９２，１２０

　　　　　　　

２０８，４８８

　　　　　　

７．１

　　　　　　　

２０．７

　　　　　

１１．４

　　　　　　　

２８．５

１９１，２６９

　　　　　　　

２１６，９６５

　　　　　　

７．０

　　　　　　　

２０．４

　　　　　

１１．３

　　　　　　　

２９．０

１９５，７０１

　　　　　　　

２２７，２０６

　　　　　　

７．０

　　　　　　　

２０．２

　　　　　

１１．６

　　　　　　　

２８．９

１９６，３６３

　　　　　　　

２２７，４５７

　　　　　　

７．０

　　　　　　　

２０．１

　　　　　

１１．７

　　　　　　　

２９．２

１９５，４７６

　　　　　　　

２３５，６８４

　　　　　　

７．０

　　　　　　　

１９．９

　　　　　

１２．０

　　　　　　　

３０．１

１９７，１９６

　　　　　　　

２４７，６３４

　　　　　　

６．９

　　　　　　　

１９．８

　　　　　

１２．０

　　　　　　　

３０．９

１９９，９０２

　　　　　　　

２５３，１５７

　　　　　　

６．８

　　　　　　　

１９．３

　　　　　

１２．６

　　　　　　　

３１．３

２０３，０７９

　　　　　　　

２５８，２６８

　　　　　　

６．８

　　　　　　　

１９．２

　　　　　

１２．８

　　　　　　　

３１．３

２０３，９５６

　　　　　　　

２６１，３１７

　　　　　　

６．８

　　　　　　　

１９．１

　　　　　

１２．６

　　　　　　　

３１．７

注：１）各年７月の数値である。

　

２）調査年の前年８月１日から調査年７月３１日までの１年間分の数値であり、勤続１年以上の者を対象に算出している。

　

３）各年７月末日現在の数値である。

　

４）令和２年は特別調査を中止しており、令和２年９月に特別調査の代替措置として実施した「小規模事業所勤労統計調査」の結果に

　　　

よると、事業所規模１～４人のきまって支給する現金給与額は２０２，３７２円、特別に支払われた現金給与額は２７０，９９４円、通常１

　　　

日の実労働時間は６．９時間、出勤日数は１９．３日、勤続年数は１３．８年、短時間労働者の割合は３０．６％となっている。



◎都道府県別きまって支給する現金給与額、出勤日数、通常日１日の実労働時間

（令和５年７月、 事業所規模「～４人、 調査産業計）

都道府県
きまって支給する

　

現金給与額 出勤日数
通常日１日の
実労働時間

全

　　　　

国

北

　

海

　

道
青

　　　　

森

岩

　　　　

手

宮

　　　　

城

秋

　　　　

田

　　　　　　　

円

　　　　　　　　　　　　　　

日

　　　　　　　　　　　　　

時間

２０３，９５６

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　　

６．８

２０９，８２８

　　　　　　　　　　　　

２０．２

　　　　　　　　　　　　　

６．９

１８１，４９２

　　　　　　　　　　　　

２０．７

　　　　　　　　　　　　　

７．０

１９２，９３０

　　　　　　　　　　　　

２０．０

　　　　　　　　　　　　　

６．９

２２３，２２７

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　　

７．２

１８３，５６４

　　　　　　　　　　　　

２０．０

　　　　　　　　　　　　　

６．９

山

　　　　

元多

福

　　　　

島

茨

　　　　

城

栃

　　　　

木
群

　　　　

馬

１８９，５９３

　　　　　　　　　　　　

２０．４

　　　　　　　　　　　　　

７．０

２０９，８２９

　　　　　　　　　　　　

２０．１

　　　　　　　　　　　　　

７．０

１９７，７７０

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　　

６．９

１９２，８８６

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　　

６．７

２０５，５１９

　　　　　　　　　　　　

１８．９

　　　　　　　　　　　　　

６．９

埼

　　　　

玉

千

　　　　

葉

東

　　　　

京

神

　

奈

　

川
新

　　　　

潟

２２４，８３５

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　　

６．９

２０６，９１６

　　　　　　　　　　　　

１８．３

　　　　　　　　　　　　　

６．８

２２９，５５７

　　　　　　　　　　　　

１８．３

　　　　　　　　　　　　　

６．９

２０２，２１５

　　　　　　　　　　　　

１７．９

　　　　　　　　　　　　　

６．７

１９８，３６８

　　　　　　　　　　　　

２０．０

　　　　　　　　　　　　　

６．８

富

　　　　

山

石

　　　　

川

福

　　　　

井

山

　　　　

梨

長

　　　　

野

１９７，１９３

　　　　　　　　　　　　

１９．６

　　　　　　　　　　　　　

６．７

２００，２７４

　　　　　　　　　　　　

１９．９

　　　　　　　　　　　　　

６．９

１９２，９８８

　　　　　　　　　　　　

１８．７

　　　　　　　　　　　　　

６．７

２０１，７００

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　　

６．８

１９４，０５５

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　　

６．９

岐

　　　　

阜

静

　　　　

岡

愛

　　　　

知
：

　　　　

重

滋

　　　　

賀

１９１，０９８

　　　　　　　　　　　　

１９．３

　　　　　　　　　　　　　

６．６

２０９，４８５

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　　

６．９

２１０，１０５

　　　　　　　　　　　　

１８．７

　　　　　　　　　　　　　

６．７

２０６，３８５

　　　　　　　　　　　　

１９．２

　　　　　　　　　　　　　

６．７

１８８，８８８

　　　　　　　　　　　　

１８．５

　　　　　　　　　　　　　

６．７

京

　　　　

都

大

　　　　

阪

兵

　　　　

庫

奈

　　　　

良

和

　

歌

　

山

２１３，５５２

　　　　　　　　　　　　

１８．９

　　　　　　　　　　　　　

６．８

２２３，５７７

　　　　　　　　　　　　

１８．５

　　　　　　　　　　　　　

６．８

１８３，４２０

　　　　　　　　　　　　

１８．１

　　　　　　　　　　　　　

６．５

１８５，２３６

　　　　　　　　　　　　

１８．４

　　　　　　　　　　　　　

６．７

１９７，７６４

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　　

６．７

鳥

　　　　

取

島

　　　　

根

岡

　　　　

山

広

　　　　

島

山

　　　　

口

１８５，６３３

　　　　　　　　　　　　

１９．８

　　　　　　　　　　　　　

６．８

１９１，０９６

　　　　　　　　　　　　

１９．２

　　　　　　　　　　　　　

６．９

１９５，５３２

　　　　　　　　　　　　

１９．３

　　　　　　　　　　　　　

６．９

２０５，７４５

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　　

６．９

１８８，８２６

　　　　　　　　　　　　

１８．５

　　　　　　　　　　　　　

６．８

徳

　　　　

島

香

　　　　

川

愛

　　　　

媛

高

　　　　

知

福

　　　　

岡

１８６，４４３

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　　

６．９

１９２，７７１

　　　　　　　　　　　

１９．７

　　　　　　　　　　　　　

６．８

１８９，０４２

　　　　　　　　　　　　

１９．７

　　　　　　　　　　　　　

６．８

１８４，９８０

　　　　　　　　　　　　

１９．９

　　　　　　　　　　　　　

６．９

２０９，５３６

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　　

７．Ｏ

佐

　　　　

賀

長

　　　　

崎

熊

　　　　

本
大

　　　　

分＼

宮

　　　　

崎

１８５，０１１

　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　　

６．７

１７８，３３６

　　　　　　　　　　　　

１９．８

　　　　　　　　　　　　　

６．８

１９４，６８７

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　　

７．０

１７７，８４１

　　　　　　　　　　　

１９．０

　　　　　　　　　　　　　

６．９

１９８，３５７

　　　　　　　　　　　　

１９．９

　　　　　　　　　　　　　

７．Ｏ

鹿

　

児

　

島
沖

　　　　

縄

１７９，７８７

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　　

６．８

１７４，１２３

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　　

６．９

注＝令和５年７月末日の数値である。



毎月勤労統計調査「特別調査」キャラクター「とくちやん」

調査へのご理解とご回答をお願いいたします。

調査についてのご質問がありましたら、各都道府県の統計主管課までお問い合わせ＜ださい。

ひと、くらし、みらいのために 厚生労働省毎月勤労統計調査担当
〒１００‐８９１６

　

東京都千代田区霞が関１－２－２

　

「十（っ．［（［っ‐，，“
（調査の実務に関すること）内線７６３１，７６０５

　

１

　

１１‐）） ＵＬＵ） ＝ ＝（調査の企画に関すること）内線７６０９，７６１０

厚生労働省轡繁可ぎ馨濡琵白星亨響諺書声 義家霧塾酌ますｏ
Ｍｉｎｉｓｔ～ｏｆＨｅａーｔｈ，ＬａｂｏｕｒａｎｄＷｅーｆａｒｅ

トップページ → 統計情報・白書 → 各種統計調査 → 厚生労働統計一覧 →
７．雇用 → 毎月勤労統計調査（特別調査）ｈｎｐｓ：〃ｗｗｗ．ｍｈＩＷ．ｇｏ．ｉｐ／ｔｏｕｋｅｉ／ーｉｓＶ３１‐１．ｈｔｍｌ

　　　　

圏

△ ≦霊園驚異調査票の提出）

「；， の調査は、統計法という法律で基幹統計
Ｌ÷ 調査として承認されています。

　

統計法では、基幹統計調査の調査対象となっ
た方に対して、報告の義務を規定し、報告を拒

否することや虚偽の報告をすることを禁止して

います。また、これらに違反した場合の罰則も

規定しています。

　

本調査の趣旨をご理解いただき、大変お手数

ではありますが、調査票の提出をお願いいたし

ます。

　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
は禁止されています。そのため調査の内容を、
税金の算定や、労働基準法その他の法律に基づ
＜取り締まりなどに用いることは絶対にありま

せん。

　

なお、小規模な事業所には、統計調査員が伺

っておりますが、統計調査員は、知事が任命した

公務員です。調べたことについて他にもらすこ

とは、統計法で固く禁じられています。

　

安心してお答えください。

令和６年



　　　　　　　　　

ひと、くらし、みらいのために

　　　　　

　
政府統計

ー令和５年毎月勤労統計調査特別調査の概況一

目

　　　　　　

次

１

　

調査の概要…

　

…
２

　

結果の概要…

　

…
（１）賃金 …

　

…

　

．・

（２） 労働時間と出勤日数・

（３）雇用 …

　

…

　

．・

３

　

付表 …

　

…

　

…

　　　　　　

１ペー ジ

　　　　　　

３ペー ジ

　　　　　　

３ペー ジ

　　　　　　

５ペー ジ

　　　　　　

７ペー ジ

　　　　　　

９ペー ジ

令和５年毎月勤労統計調査特別調査の結果は、 厚生労働省のホームページにも掲載されています。
（ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｈ－ｗ．ｑｏ．ｉｐ／ｔｏｕｋｅｉ／１ｉｓｔ／３１‐１．ｈｔｍ１）

令和６年１月１９日

【照会先】
政策統括官付参事官付雇用・賃金福祉統計室
統 計 管 理 官

　　

角井

　

伸一

室

　

長 補

　

佐

　　

前原

　

庸司

毎勤調整係・企画調整係
（代表電話）０３（５２５３）１１１１（内線７６０９，７６１０）

（直通電話）０３（３５９５）３１４５



１

　

調査の概要

（１）調査の目的

　　

毎月勤労統計調査特別調査は、 常用労働者１人以上４人以下の事業所の賃金、労働時間及び雇用の

　　

実態を明らかにして、毎月実施されている常用労働者５人以上の事業所に関する「全国調査」及び
「地

　　

方調査」 を補完するとともに、各種の労働施策を円滑に推進していくための基礎資料を提供すること

　

を目的とする。

（２）調査の範囲

　　

ア

　

地域

　

全国

イ

　

産業

　　　

日本標準産業分類 （平成２５年１０月改定） に基づく１６大産業 （「鉱業， 採石業， 砂利採取業」、

　　　

「建設業」、 「製造業」、 「電気・ガス・熱供給・水道業」、 「情報通信業」、
「運輸業， 郵便業」、

　　　

「卸売業， 小売業」、 「金融業， 保険業」、 「不動産業， 物品賃貸業」、
「学術研究， 専門・技術

　　

サービス業」、 「宿泊業， 飲食サービス業」、 「生活関連サービス業， 娯楽業 （その他の生活関連

　　

サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、 「教育， 学習支援業」、 「医療， 福祉」、 「複合

　　

サービス事業」、 「サービス業 （他に分類されないもの） （外国公務を除く。）」）

　

ウ

　

事業所

　　　

イの産業に属する常用労働者１人以上４人以下を雇用する事業所を対象とし、 令和３年経済セン

　　

サス‐活動調査の調査区に基づいて設定した毎勤特別調査区のうちから、 無作為に抽出された調査

　　

区内に所在する事業所を客体とする。

（３）調査の時期

　　

令和５年６月の最終給与締切日の翌日から７月の最終給与締切日までの１か月間（特別に支払われ

　

た現金給与額については、 令和４年８月１日から令和５年７月３１日までの１年間） の状況について、

　

令和５年８月及び９月に調査を実施した。

（４）主な調査事項

　

ア

　

主要な生産品の名称又は事業の内容

　

イ 企業規模

　

ウ 常用労働者の数

　

エ

　

常用労働者ごとの次に掲げる事項

　

ａ

　

性

　　

ｂ

　

通勤又は住込みの別及び家族労働者であるかどうかの別

　　

ｃ 年齢及び勤続年数

　　

ｄ

　

ｌ日の実労働時間数及び出勤日数

　　

ｅ

　

きまって支給する現金給与額

　　

ｆ

　

特別に支払われた現金給与額

（５）調査の方法

　

調査員が配布する調査票に報告者が記入するか、又は調査員が報告者から聞き取り記入する方法により
調査を行う。

　

ただし、調査員調査のみでは困難な場合等には、都道府県が郵送により調査票を配布する場合や、報告
者が郵送又はオンラインにより回答する場合がある。

（６）調査系統

　　

配布：厚生労働省－都道府県－調査員－報告者

　　

取集：報告者－調査員－都道府県－厚生労働省
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（７）調査客体数、有効回答数及び有効回答率

　　

調査客体数

　

２３，７４２事業所

　　

有効回答数

　

２０，０４６事業所

　　

有効回答率

　

８４，４％

（８）利用上の注意

　

ア

　

統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入している。

　

イ

　

「前年比」 及び 「前年差」 は、 前年の結果と比較した増減を表している。 また、 これらの数値は

　　

表章単位の数値から算出している。

　

ウ

　

４ページの第２図及び第２表は、 企業規模１～４人の事業所について集計している。

（９）用語の定義

　

ア

　

常用労働者

　　　

次のいずれかに該当する者をいう。

　　

ａ

　

期間を定めずに雇われている者

　　

ｂ

　　

ｌか月以上の期間を定めて雇われている者

　　　

なお、 いわゆる重役や理事などの役員でも、 部長、 工場長あるいは支店長などのように、 常時事

　　

業所に出勤して、 一定の業務に従事し、 一般の労働者と同じ基準で毎月給与が算定されている者は

　　

常用労働者に含める。

　　　

また、 いわゆるパートタイム労働者で上記ａ、 ｂの条件を満たしている者も常用労働者に含める。

　　

本特別調査では調査期間末日現在、 当該事業所に在籍している常用労働者について調査している。

　

イ

　

きまって支給する現金給与額

　　　

労働契約、 労働協約、 就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、 算定方法に基づ

　　

き、 毎月きまって現金で支給される給与額 （超過勤務手当を含む。） をいい、 ７自分の給与額につ

　　

いて調査している。 所得税、 各種社会保険料等を差し引く以前の金額である。

　

ウ

　

特別に支払われた現金給与額

　　　

一時的又は臨時的に支払われた現金給与額及び３か月を超える期間ごとに支払われた現金給与額

　　

をいう。 主なものとして二

　

夏季、 年末の賞与がこれに該当する。

　　　

本項目においては、令和４年８月１日から令和５年７月３１日までの１年間分の勤続１年以上の者

　　

１人当たり平均を算出している。

　

エ

　

実労働時間

　　　

労働者が実際に働いた労働時間をいい、 休憩時間を含まない。 ７月中の通常日１日について調査

　　

しており、１時間未満の端数については、労働者ごとに３０分以上は切上げ、３０分未満は切捨てとし

　　

ている。

　

オ

　

出勤日数

　　　

労働者が実際に出勤した日数をいい、 ７月分について調査している。 有給休暇は出勤日に含めな

　　

いが、 １時間でも就業した日は出勤日とする。

　

力

　

年齢

　　　

調査期間末日現在の労働者の満年齢をいう。

　

キ

　

勤続年数

　　　

労働者がその企業に雇い入れられてから調査期間末日までに勤続した年数をいい、 １年未満の端

　　

数については労働者ごとに切捨てとしている。

　

ク

　

短時間労働者

　　　

通常日１日の実労働時間が６時間以下の者をいう。
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２

　

結果の概要

（１）賃金

　　

ア

　

きまって支給する現金給与額

　　　

事業所規模１～４人の事業所について、 令和５年７月におけるきまって支給する現金給与額は、

　　

調査産業計が２０３，９５６円で前年比０．４％増となった。

　　　

男女別にみると、 男は２７６，０９４円で前年比２．２％増、 女は１５２，４７４円で同０．３％減となった。

　　　

主な産業についてみると、 「建設業」 が２７４，３６５円と最も高く、 次いで 「製造業」 が２１６，９０５円、

　　　

「卸売業， 小売業」 が２０９，４６６円、 「医療， 福祉」 が１９１，１３３円、
「生活関連サービス業， 娯楽業」

　　　

が１５８，６１０円、 「宿泊業， 飲食サービス業」 が１１１，８０１円となった。 （第１図、 第１表）

第１図

　　　　

（ＦＩ）

　　　

３００，０００

　　　

２８０，０００

　　　

２６０．０００

　　　

２４０．０００

　

き

　

２２０．０００ま

　

つ

　

２００，０００

美－８ｏ，ＯＯＯ
学１６Ｏ，ｏｏｏ

　

る

　

１４０，０００
現

　

　　

　

　　　　　　　

誉１００・鯛

事業所規模別きまって支給する現金給与額の推移（調査産業計）
捌事業所規模１～４人“

口事業所規模５人以上２１

　　　　

２６３．２；８

　　　　　　

之６５，１６２

　

　　　

　　

１’

　

：

　

１

　

：
１９６，３御－

　　

；

　

１９５，４７６：

　

；

　　　

之６５，１６２

日

　

目
１９５，４７６：

　

；

　

１９ＺＩ９６；

　

１

「
２０３，０７９１

之ＧＢ．１８５

　　　　　　

２７１さ４Ｏ

　

　

　

　　　　

　

　

　
１

　　

１

　　　　

！

　　

！
　

　

　

　　　　　

　

　　

　
　

　　

　

　　　　

　

　　

　
－

　　　

－

　　

２０３，９～６１

　　　

－

注：１）事業所規模１～４人は各年７月の数値である。

　

２）事業所規模５人以上は、毎月勤労統計調査全国調査各年７月分の結果である。

　

３）令和２年は特別調査を中止しており、令和２年９月に特別調査の代替措置として実施した「小規模事業所勤労統計調査」

　　

の結果によると、事業所規模１～４人のきまって支給する現金給与額は２０２，３７２円となっている。

　　　

また、事業所規模５人以上における令和２年７月のきまって支給する現金給与額は２６２，４７４円である。

第１表

　

性・主な産業、 事業所規模別きまって支給する現金給与額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△

　

５年７月

性・主な産業
事業所規模
１～４人

　　　

前年比

　

（参考）
事業所規模
５人以上１）

　　

前年比２）

５人以上＝１００と
したときの比率

前年比 前年比２）

調

　　

査

　　

産

　　

業

　　

計

　　　

男

　　　

女

建

　　　　　　

設

　　　　　　

業

製

　　　　　　

造

　　　　　　

業

卸

　

売

　

業

　

，

　

小

　

売

　

業

宿泊業， 飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

医

　　

療 ，

　　

福

　　

祉

　

円
２０３，９５６

２７６，０９４

１５２，４７４

２７４，３６～

２１６，９０５

２０９，４６６

１１１，８０１

１５８，６１０

１９１，１３３

％
０．４

２．２

‐０．３

２．０

０・Ｉ

２．４

‐３．４

０．８

‐１．４

　

円
２７１，５４０

３４０，３６９

１９６，８２１

３５３，０８２

３１６，３３３

２４３，１２２

１２３，４４４

２００，８７９

２５９，７６９

％

１．３

１，Ｉ

２．Ｏ

０，３

１５

０５

０５

２．５

０・７

７５．Ｉ

８１．Ｉ

７７．５

７７・７

６８．６

８６．２

９０．６

７９．Ｏ

７３．６

注：１）事業所規模５人以上は、毎月勤労統計調査全国調査令和５年７月分の結果である。

　

２）事業所規模５人以上の前年比は、指数から算出している。ただし、男女別の前年比は、実数から算出している。
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イ

　

年齢階級・勤続年数階級別きまって支給する現金給与額

　　

企業規模１～４人の事業所における令和５年７月のきまって支給する現金給与額を年齢階級別に

　

みると、 調査産業計で男女計は２５～２９歳まで上昇しているが、 以降５５～５９歳まではほぼ横ばいと

　

なり、６０～６４歳以降低下している。

　　

男女別にみると、男は５０～５４歳まで上昇しているが、５５～５９歳以降低下している。 女は、 総じて

　

年齢階級による差は小さいものの２５～２９歳まで上昇しているが、３０歳から５９歳まではおおむね横

　

ばいとなり、６０～６４歳以降低下している。 （第２図）

　　

また、勤続年数階級別にみると、勤続年数３０年以上を除き、男女別、主な産業別にみても勤続年

　

数が長いほど給与水準がおおむね高くなっている （第２表）。

第２図

　

性、年齢階級別きまって支給する現金給与額（企業規模１～４人、調査産業計）

令和５年７月

（千円）
　　　　　

÷｛←男

　　　　　　　　　　　　　　　

２７９．７

　　

２８９・１

　　

２９６．７

　　

３〇４．９

　　

２９１，８

　　

２７１．６

　　　　

－ｘ一女

　　　　　　

２０３．５

　

２０２，ｏ

　

２ｏ８．１

　　

２０７・３

　　

２０３．７

　　

２ｏ８．２

　　

２０６．５

　　　　　　　　

１７・２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１８９．３

　　　　

１５７．０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１６３．～ １６１．６

１３６．９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２６．８

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
れ，

　

名．

　　

リムソ １４６・２ １４６・８ １４７・７ １５１・６

　

．ｗ”

　

「 森

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１３９．６

き
ま
っ
て
支
給
す
る
現
金
給
与
額

　

ｘ

　　

～５３．９

　

４３．４

１９歳以下

　

２０～２４歳２５～２９歳３０～３４歳３５～３９歳４０～４４歳４５～４９歳５０～５４歳５５～５９歳６０～６４歳６５～６９歳７０歳以上
年齢階級

第２表

　

年齢階級・勤続年数階級、性・主な産業別きまって支給する現金給与額
（企業規模１～４人

　　　　　　　

令和５年７月
年齢階級

勤続年数階級 －
調査ｒ， ゴ 麟１搬 戸，鶴１饗一サ響，１鼠

年

　　　

齢

　　　

計

　　

１９

　

歳

　

以

　

下

　　

２０

　

～

　

２４

　

歳

　　

２５

　

～

　

２９

　

歳

　　

３０

　

～

　

３４

　

歳

　　

３５

　

～

　

３９

　

歳

　　

４０

　

～

　

４４

　

歳

　　

４５

　

～

　

４９

　

歳

　　

５０

　

～

　

５４

　

歳

　　

５５

　

～

　

５９

　

歳

　　

６０

　

～

　

６４

　

歳

　　

６５

　

～

　

６９

　

歳

　　

７０

　

歳

　

以

　

」ヒ

勤

　

続

　

年

　

数

　

計

　　

０

　　　

年

　　

１

　　　

年

　　

２

　　　

年

　

３

　

～

　

４

　

年

　

５

　

～

　

９

　

年

　　

１０

　

～

　

１４

　

年

　　

１５

　

～

　

１９

　

年

　　

２０

　

～

　

２９

　

年

　　

３０

　

年

　

以

　

上

１８７，７０４

　　

２５６，４７１

　　

１４０，９３７

　　

２６２，９４６

　　

２０Ｔ，８３３

　　

１７９，９９６

　　

１０２，４３４

　　

１５５，３７１

　　

１７９，１６３

　

～３，９０１

　　　

７４，４１０

　　　

４３，４２２

　　

１９４，４０６

　　

１５４，７９８

　　　

５５，６０５

　　　

４０，５１２

　　　

８０，７３７

　　　

６４，２８５

１３６，８９３

　　

１５６，９６５

　　

１２３．８９６

　　

２１８，９２０

　　

１６７，３０８

　　

１３３，１４８

　　　

６７，３１４

　　

１６８一１４

　　

１７～，０８４

２０３，５１５

　　

２４０，１４９

　　

１６９，６２５

　　

２６１，１０８

　　

２２９，０８０

　　

１９０，６５２

　　

１２０，７９９

　　

１９２，２４７

　　

２０７，５３０

２０１，９６２．

　

２５３，５９８・

　

１～５，９３９

　　

２６４，３３５

　　　

２２９，２０３

　　

１９３，６００

　　

１３０，５９２

　　

１９３，１８０

　　

１８４，２５６

２０８，０６１

　　

２７９，７４～

　　

１４６，１９～

　　　

２７６，６６８

　　

２４７，２０６

　　

２０７，３６６

　　

１２９，１３３

　　

１７０，４５４

　　

１７８，７６８

２０７，Ｚ８４

　　

２８９，０５０

　　

１４６，７８１

　　

２９～，４８６

　　

２３０，６２７

　　

２０２，３５５

　　

１２３，３２９

　　

１７５，４７６

　　

１８２，４３９

２０３，７４７

　　

２９６，１２０

　　

１４７，７０５

　　

３０～，１７２

　　

２２７，９８６

　　

１８９，２８７

　　

１２５，４４９

　　

１５８，６０３

　　

１７９，９４６

２０８，２４６

　　

３０４，８９１

　　

１５１，５８１

　　

２９１，８８４

　　

２２８，４００

　　

２１１，４７４

　　

１０７，８２８

　　

１４７，０３７

　　

１８０，５１４

２０６，４８８

　　

２９１，８２～

　　

１６０，４０１

　　

２７６，９９６

　　

２０８，８８９

　　

１９８，２９５

　　　

９５，３２６

　　

１４８，２００

　　

２０２，７７２

１８９，３３０

　　

２７１，６２２

　　

１３９，５８～

　　

２５１，０６８

　　

２２０，３６３

　　

１７～，９９２

　　　

９１，７５８

　　

１３６，８４４

　　

１７８，７２０

１６３，４７８

　　

２１７，１７１

　　　

Ｔ２５，３６２

　　

２２８，４５８

　　

１６５，６５７

　　

１５０，１６０

　　　

９７，１９６

　　

１１９，７３８

　　

１～５，１５２

１２６，７７１

　　

１６１，６３５

　　

１０１，２７０

　　

１７３，９２６

　　

１２５－８１８

　　

１１７，９９２

　　　

８０，０９３

　　　

９２，５９６

　　

１２４，７９４

１８７，７０４

　　

２５６，４７１

　　　

Ｔ４０，９３７

　　

２６２，９４６

　　

２０１，８３３

　　

１７９，９９６

　　

１０２，４３４

　　

１Ｓ５，３７１

　　

１７９，１６３

１３６，～８３

　　

１８６，６～１

　　

１１１，８３６

　　

２１９，５５７

　　

１５６，５～３

　　

１３１，３７４

　　　

７８，４６９

　　

１２７，７４２

　　

１４９，１５８

１５２，２６２

　　

２１１，９３０

　　

１１８，４９２

　　

２３０，８６０

　　

１７３，４７６

　　

１５２，９９５

　　　

８４，３１０

　　

￥６８，９０９

　　

１５５，６１６

１６１，７８３

　　　

２２０，０５２

　　

１２６，７５１

　　

２２６，１５２

　　

１８０，９２２

　　

１５２，３６６

　　　

９１，４０６

　　

１４９，５０３

　　

１６３，８９１

１７０，７３４

　　

２３３，３０６

　　

１３３，１８８

　　

２３７，～５４

　　

１８８，１０７

　　

１５９，５４６

　　　

９８，５３１

　　

１５４，９８６

　　

１７８，６２７

１８５，２８３

　　　

２５７，６５０

　　

１３８，４５９

　　

２６３，３２９

　　

２０７，５９３

　　

１６９，２００

　　

１１１，３００

　　

１６４，０８３

　　

１６２，９８０

１９５，８０７

　　

２６９，６０９

　　

１４５，２７１

　　

２７５，２７４

　　

２００，０８８

　　

１９６，１６１

　　

１１６，８３７

　　

１６４，７３３

　　

１７６，８１９

２０８，７３９

　　

２８２，８９８

　　

１～８，７４８

　　

２７５，６４７

　　

２２０，６８２

　　

１９２，０３４

　　

１０７，４９５

　　

１６１，９２９

　　

２１１，６８８

２２６，３０４

　　

２９９，８３１

　　

１６５，７１２

　　

３００，３６４

　　

２２１，１９１

　　

２１６，３０２

　　

１２７，６４２

　　

１６０，２６６

　　

２０９，０２６
２００，ア００

　　

２５８，０１９

　　

１４９，０９２

　　

２５４，８９７

　　

１９６，２３０

　　

１８α７４３

　　

１３１，３７８

　　

１３０，６３４

　　

２１１，１９４

平均年齢 （歳）
平均勤続年数（年）

５０．７

　　　　　

５０．２

　　　　　

５１．０

　　　　　

５０．３

　　　　　

５４．１

　　　　　

５２．６

　　　　　

４７．３

　　　　　

４７．１

　　　　　

４８．７

１３．４

　　　　　

１４．７

　　　　　

１２．５

　　　　　

１５．４

　　　　　

１７．６

　　　　　

１５．８

　　　　　　

８．８

　　　　　

１２．７

　　　　　

１０．８
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ウ

　

特別に支払われた現金給与額

　

令和４年８月１日から令和５年７月３１日までの１年間における賞与など特別に支払われた現金給
与額は、 調査産業計が２６１，３１７円で前年比１，２％増となった。

　

男女別にみると、 男は３８２，６５３円で前年比２．８％増、 女は１７２，３５１円で同０．４％増となった。

　

主な産業についてみると、 「建設業」 が ２９７，２９２ 円と最も高く、 次いで、 「卸売業， 小売業」 が

２７５，２５９円、 「医療， 福祉」 が２５６，４９３円、 「製造業」 が２５５，１４２円、 「生活関連サービス業， 娯楽

業」 が６２，６１９円、 「宿泊業， 飲食サービス業」 が３８，７４８円となった。 （第３表）

第３表

　

性・主な産業別過去１年間特別に支払われた現金給与額（事業所規模１～４人）

性・主な産業 実

　　

額

　　　　　　　

前年比

支給割合１）

　　　　　　　　

前年差前年比 前年差

調

　　

査

　　

産

　　

業

　　

計

　　　

男

　　　　

女

建

　　　　　　

設

　　　　　　

業

製

　　　　　　

造

　　　　　　

業

卸

　

売

　

業

　

，

　

小

　

売

　

業

．宿 泊 業， 飲 食 サ ー ビス 業

生活関連サービス業， 娯楽業

医

　　

療 ，

　　

福

　　

祉

　

円

２６１，３１７
３８２，６５３
１７２，３５１

２９７，２９２

２５５，１４２

２７５，２５９

３８，７４８

６２，６１９

２５６，４９３

％

１．２
２．８
０．４

‐３．６

１５．９

２．６

１１・７

１・０

－２．２

か月分

１．２８
１．３９
１．１３

１．０８

１，１８

１．３１

０．３５

０．３９

１．３４

か月分

０・０１
０・０１
０・０１

一０，０７

０．１６

０・００

０．０５

０・００

－０・０１

注：

　

和

　　

８月１日から

　　　　　　

月３

　

日

　

での

　　　　

の

　　

で

　

る。

　

特別に支払われた現金給与額については、勤続１年以上の者を対象に算出している。

　

１）支給割合は、常用労働者（勤続年数１年未満の者を含む。）１人当たりの令和５年７月のきまって支給する現金給与額に

　　

対する、過去１年間特別に支払われた現金給与額の割合である。

（２）労働時間と出勤日数

　

ア 労働時間

　　　

令和５年７月における通常日１日の実労働時間は、 調査産業計が ６．８時間で前年と同水準となっ

　　

た。

　　　

男女別にみると、 男は７．６時間で前年より０．１時間増加となり、 女は６．３時間で前年と同水準と

　　

なった。 （第３図、 第４表）

　　　

通常日１日の実労働時間別に常用労働者の構成割合をみると、調査産業計で４時間以下が１４．２％、

　　

５時間が８．７％、 ６時間が８，８％、 ７時間が１７．０％、８時間が４４．３％、 ９時間以上が７．０％となった

　　　

（第５表）。

イ

　

出勤日数

　

令和５年７月における出勤日数は、 調査産業計が１９．１日で前年より０．１日減少となった。

　

男女別にみると、男は２０．８日で前年と同水準となり、女は１７．９日で同０．２日減少となった。

　

３図、 第４表）

第３図

　

通常

　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　

１８

通
鍛．

　

ー４
日
Ｉ

の
　

　　

　　
　

欝

　

８
　　

７，１

　　　　

７，０

　　　　

７，０

　　　　

７，０

　　　　

７，０

　　　　

６，９

通常日１日の実労働時間及び出勤日数の推移（事業所規模１～４人、調査産業計）

　　　

（蹄筒）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

焦り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ず、：；”

Ｚ０，７

　　　　

２０．４

　　　　

２０．２

　　　　

２０，１

　　　

１９．９

　　　

１（），８

四皿選薄日１日の実労働時間（左目盛）

４ト出勤日数

６，８

　　　　

６．８

　　　　　　

　　　

　

　　

９．－

　　　　　　　　

豊

　

勤

　　　　

‐ＩＨ

　

Ｄ

　　　　　　　

”～

　

数

　　　　　　

１１
６，８

１９，３

　　　　

１（｝． １９，Ｉ

平成２６年

　　

２７

　　　　

２８

　　　　

２９

　　　　

３０

　　

全和光毎

注：各年７月の数値である。

　

令和２年は特別調査を中止しており、令和２年９月に特別調査の代替措置として実施した「小規模事業所勤労統計調査」の結果によると、

　

事業所規模１～４人の出勤日数は１９．３日、通常日１日の実労働時間は６．９時間となっている。

（第
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第４表

　

性・主な産業、事業所規模別通常日１日の実労働時間及び出勤日数

性・主な産業

通

　

常

　

日

　

１

　

日

　

の
実

　

労

　

働

　

時

　

間
出

　

勤

　

日

　

数

事業所規模
１～４人

　　　

前年差

　

（参考）
．事業所規模
５人以上１）２）

　　　

前年差

事業所規模
１～４人

　　

前年差

　

（参考）．
事業所規模
５人以上１）

　　

前年差前年差 前年差 前年差 前年差

調

　　　

査

　　　

産

　　　

業

　　　

計

　　　

男

　　　　

女

建

　　　　　　

設

　　　　　　

業

製

　　　　　　　

造

　　　　　　　

業

卸

　

売

　

業

　

，

　

小

　

売

　

業

宿 泊 業， 飲 食 サ ー ビス 業

生活関連サービス業， 娯楽業

医

　　　

療 ，

　　　

福

　　　

祉

時間

６．８

７．６

６．３

７．４

７．０

７Ｊ

５．６

６．８

６．６

時間

０．０

０．ｌ

０．０

０．ｌ

０．０

０．ｌ

‐０．ｌ

０．０

‐０．ｌ

時間

７．７

８．２

７．ｌ

８．２

８．３

７．３

６．４

７．３

７．４

時間

０．０

０．０

０．０

０．０

０．０

０．０

－０．ｌ

０．０

０．０

　

日

１９．Ｔ

２０．８

１７．９

２１．２

１９．６

１９．７

１６．９

１８．８

１８．７

　

臼

－０．ｌ

０．０

－０．２

０．３

０之

‐０．ｌ

‐０．５

‐０２

‐０．２

　

日

１８．０

１９．Ｏ

１６．９

２０．７

１９５

１８．０

１３．８

１７．ｌ

１７．８

　

日

‐０．ｌ

‐０．ｌ

‐０２

‐０．ｌ

‐０．ｌ

－０．３

－０．４

‐０．２

‐０．ｌ

Ｓ

　　

７

人以上は、

　

月

　

労

　

計調査全国調査令和５年７戸分の結果である。
２）事業所規模５人以上における通常日１日の実労働時間は、月間総実労働時間を出勤日数で除したものである。

第５表

　

性・主な産業、通常日１日の実労働時間別常用労働者構成割合
（事業所規模１～４人）

　　　　　　　　　

令和５年７月

性・主な産業 合

　

計 ４時間以下 ５時間 ６時間 フ時間 ８時間 ９時間以上

調

　　　

査

　　　

産

　　　

業

　　　

計

　　　　

男

　　　

女

　　　　　　　　

建

　　　　　　

設

　　　　　　

業

製

　　　　　　　

造

　　　　　　　

業

卸

　

売

　

業

　

，

　　

小

　

売

　

業

宿 泊 業， 飲 食 サ ー

　

ビ

　

ス 業

生活関連サービス業， 娯楽業

医

　　　

療 ，

　　　

福

　　　

祉

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

　

１４．２

（

　

０．３）

　

～．４

　

２０．４

　

５２

１１．９

１１．２

３７，８

１２．６

１８．２

　

８．７

（

　

０．１）

　

２．９

１２．９

　

３．７

　

８．Ｏ

　

７．８

１７．２

１４．５

　

８．７

　

８．８

（

　

０．０）

　

４．Ｏ

１２．３

　

５．６

　

９．Ｏ

　

８．７

１０．９

１１．２

１０．４

　

１７．０

（

　

０．２）

　

１６．９

　

１７．０

２１．２

１５．９

１５．２

　

８．２

１５．３

１５．４

４４．３

（‐０．６）

　

５９．７

３３．４

　

５８．Ｉ

４８．６

４７．９

１７．９

３６．２

４２．８

　

７．０

（

　

０．１）

　

１１．２

　

４．Ｉ

　

６．２

　

６．６

　

９．２

　

７．９

ｌｏ．ｌ

　

４．５

注：（）内は前年差（ポイント）である。

　

通常日１白の実労働時間の１時間未満の端数については、労働者ごとに３０分以上は切り上げ、３０分未満は切り捨てて集計している。
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（３）雇用

　

ア

　

常用労働者の産業別構成割合及び産業別女性労働者の割合

　　　

令和５年７月末日現在における常用労働者の構成割合を主な産業についてみると、 「その他」 以

　　

外では「卸売業，′」・売業」が２４．７％と最も高く、次いで「建設業」が１１，７％、
「医療，福祉」が１０．６％、

　　　

「生活関連サービス業，娯楽業」が９．４％、「宿泊業，飲食サービス業」が９，２％、
「製造業」が７．７％

　　

となった。

　　　

常用労働者に占める女性労働者の割合は、 調査産業計が５８．４％で前年より１．１ポイント上昇とな

　　

った。 これを主な産業についてみると、 「その他」 以外では 「医療， 福祉」 が８５．０％と最も高く、

　　

次いで 「生活関連サービス業， 娯楽業」 が７９．１％、 「宿泊業， 飲食サービス業」 が７３．７％、
「卸売

　　

業， 小売業」 が５７．０％、 「製造業」 が４２．５％、
「建設業」 が２６，８％となった。 （第４図、 第６表）

第４図

　

性別常用労働者の産業別構成割合
（事業所規模１ ～４人）

　　　　　　　

令和５年７月末臼現在

　　　　　　　　　　

宿泊業，飲食

　

生活関連サー
卸売業，小売業

　　　　　

サービス

　　　

ビス

　　

娯楽

計

　　　　

１１．７

　　　

器キフ．７ぷつぎ

　　　　　　　　

之４．７

　　　　　　　　　　

９・２

　　　　　

９．４

　　　　　

‐

　　　　　

１Ｏ．６

　　　　　　　　　　　

２６．６

男

　　　　　　　　　　　　　　　　

露能１０．ア蕪雑

　　　　　　　　

之５．５

　　　　　　　　　

５．８

　　

４．７

　

３，８

　　　　　　　　　　

２８．９

女

　　

５．４

　

≦≧～．６き

　　　　　　　　

２４．１

　　　　　　　　　　

１１，６

　　　　　　

１乙８．

　　　　　　　

１５．４

　　　　　　　　　　　　

２５・１

０

　　　　　　　　　　　

２０

　　　　　　　　　　　

４０

　　　　　　　　　　　

６０

　　　　　　　　　　　

８０

　　　　　　　　　　　

１００（％）

注：１） 「その他」とは、 「鉱業， 採石業， 砂利採取業」、 「電気・ガス・熱供給・水道業」、 「情報通信業」、 「運輸業， 郵便業」

　　　

「金融業， 保険業」、 「不動産業， 物品賃貸業」、 「学術研究， 専門・技術サービス業」、 「教育， 学習支援業」、

　　　

「複合サービス事業」、 「サービス業（他に分類されないもの）」の合計である。

第６表

　

性別常用労働者の産業別構成割合及び産業別女性労働者の割合
（事業所規模１～４人）

　　　　　　　　　

令和５年７月未日現在

産

　　

業 計 男 女 女性労働者の割合２｝

　　　　　

前年差前年差

調

　　　

査

　　　

産

　　　

業

　　　

計

建

　　　　　　　　

設

　　　　　　　　

業

製

　　　　　　　

造

　　　　　　　

業

卸

　　

売

　　

業

　　

，

　　

小

　　

売

　　

業

宿

　

泊

　

業

　

， 飲

　

食

　

サ

　

ー

　

ビ

　

ス

　

業

生 活 関 連 サ ー

　

ビ ス 業， 娯 楽 業

医

　　　

療 ，

　　　

福

　　　

祉

そ

　　　　　　　　

の

　　　　　　　　

他１）

　

％

ｌｏｏ，０

１１．７

　

７．７

２４７

　

９．Ｚ

　

９．４

１０．６

２６．６

　

％

１００・０

２０．６

ｌｏ．７

之５．５

　

～．８

　

４．７

　

３．８

２８．９

　

％

ｌｏｏ．０

　

５．４

　

５．６

２４．Ｉ

１１，６

１２，８

１５．４

２５．Ｉ

％

５８，４

２６，８

４２．５

５７．〇

７３．７

７９．Ｉ

８５，Ｏ

５４．９

ポイント

　

１．Ｉ

　

０．Ｉ

　

０．８

－１．０

　

２．４

　

０．７

　

１．３

　

２．ｌ

ガス・熱供給・水道業」、 「情報通信業」、 「運輸業，郵便業」、注：１） 「その他」とは、 「鉱業，

　

石

　

，砂利

　

取

　

」、

　

霞

　

・ガス・

　　

口・フ

　　

」、

　　　　

言

　

」、

　　　

「金融業，保険業」、 「不動産業，物品賃貸業」、 「学術研究，専門・技術サービス業」、 「教育，学習支援業」、

　　　

「複合サービス事業」、 「サービス業（他に分類されないもの）」の合計である。

　

２） 「女性労働者の割合」は、産業ごとの常用労働者数に対する女性労働者数の割合である。
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短時間労働者（通常日１日の実労働時間が６時間以下の者） の割合

　

令和５年７月末日現在における常用労働者に占める短時間労働者の割合は、調査産業計が３１．７％
で前年より０．４ポイント上昇となった。

　

男女別にみると、 男は１２．３％で前年より０．４ポイント低下となり、 女は４５．６％で同０．４ポイント
上昇となった。

　

主な産業についてみると、 「宿泊業， 飲食サービス業」 が６５．９％と最も高く、 次いで 「生活関連
サービス業， 娯楽業」 が３８．４％、 「医療， 福祉」 が３７．３％、 「製造業」 が２８，８％、 「卸売業， 小売
業」 が２７．７％、 「建設業」 が１４．５％となった。

　

また、 年齢階級別にみると、１９歳以下が８１．０％と最も高く、２０～２９歳が２３．８％と最も低くなっ
ている。 （第５図、 第７表）

第５図

　

主な産業別短時間労働者の割合（事業所規模１～４人）

３１，７
３１．３

１４．５
１４．８

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１令和５年 口令和４年１令和５年口令和４年

２８．８
２８．２

製造業…

７，７
２９．０

卸売業，小売業

宿泊業，飲食
サービス業

ミ

　

６～．９
６２．８

生活関連サービ
ス業，娯楽業

　

３８．４
３７．７

医療，福祉
１｛１１１１１＼１１ 目

　

下ｌｊ１一 目で“亡３７．３

　　　

］１

　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　

３５．４

０

　　　　

１０

　　　

２０

　　　

３０

　　　

４０

　　　

５０

　　　

６０

　

“－－ー （％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７０

注：数値は、 各年フ月末日現在における産業ごとの常用労働者数に対する短時間労働者数の割合である。

第７表

　

年齢階級、性別短時間労働者の割合

　　

（事業所規模１～４人、 調査産業計）

　　　　

令和５年７月末臼現在

年齢階級
計

　　

前年差

男

　　

前年差

女

　　

前年差前年差 前年差 前年差

年齢計

１９歳以下

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５歳以上

　

％

３１．７

８１．Ｏ

２３．８

Ｚ４．７

２８．８

２８．２

３０．６

３２．８

４５．９

ポイント

　

０．４

　

３．フ

‐０．４

‐０．３

　

０．５

　

０．５

　

１．Ｏ

　

０．２

　

０．７

　

％

１２．３

６７．９

１５．７

６．９

６．０

６．３

８．３

１０．２

２８．４

ポイント

‐０．４

‐６．３

‐０５

‐０．５

‐０．３

‐０．４

　

１．０

‐０．９

‐０．４

　

％

４５．６

８７．５

３０．Ｏ

４０之

４５．３

４１．８

４３．４

４７．７

５９．４

ポイント

　

０．４

　

８．５

　

０．０

‐０．ｌ

　

０．３

　

０．６

　

０．６

‐０．ｌ

‐０．ｌ

注：数値は、性、年齢階級別の常用労働者数に対する短時間労働者数の割合である。
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付表

付表１

　

都道府県別きまって支給する現金給与額、通常日１日の実労働時間、出勤日数及び

都道府県 きまって支給する １

　

璽厳 粛

　

１

　

出勤日数

　

１短時間労働者の割合－）

　

現金給与額

全

　　　

国

北

　

海

　

道

　　

．

青

　　　

森
岩

　　　

手
宮

　　　

城

秋

　　　

田

　　　　　　　

円

　　　　　　　　　　　　　

時間

　　　　　　　　　　　　　　　

日

　　　　　　　　　　　　　　　

％

２０３，９５６

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　

３１．７

２０９，８２８

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

２０．２

　　　　　　　　　　　　

３０，２

１８１，４９２

　　　　　　　　　　　

７．０

　　　　　　　　　　　　

２０．フ

　　　　　　　　　　　　

２９．○

１９２，９３０

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

２０．０

　　　　　　　　　　　　

２８‘１

２２３，２２７

　　　　　　　　　　　

７，２

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　

２０．７

１８３，５６４

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

２０．０

　　　　　　　　　　　　

２８‘６

山

　　　

形

福

　　　

島

茨

　　　

城
栃

　　　

木

群

　　　

馬

１８９
２０９

１９７

１９２

Ｚ０５

～９３

　　　　　　　　　　　

７，Ｏ

　　　　　　　　　　　　

ＺＯ．４

　　　　　　　　　　　　

２８．３

８２９

　　　　　　　　　　　

７．０

　　　　　　　　　　　　

２０．１

　　　　　　　　　　　　

２６．９

７７０

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　

３１．３

８８６

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　

３５．６

５１９

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１８．９

　　　　　　　　　　　　

３１．Ｏ

埼

　　　

玉

千

　　　

葉
東

　　　

京

神

　

奈

　

川
新

　　　

潟

２２４

２０６
２２９
２０２

１９８

８３５

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　

３０．０

９１６

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　

〆

　　　　　　　　

１８．３

　　　　　　　　　　　　

３１．６

～５７

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１８．３

　　　　　　　　　　　　

２９．８

２１５

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１７．９

　　　　　　　　　　　　

３５．２

３６８

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

２０．０

　　　　　　　　　　　　

２９．６

富

　　　

山

石

　　　

川

福

　　　

井
山

　　　

梨

長

　　　

野

１９７
２００

１９２

２０１
１９４

１９３

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１９．６

　　　　　　　　　　　　

３２‘３

２７４

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．９

　　　　　　　　　　　　

２９．８

９８８

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１８．７

　　　　　　　　　　　　

３５．０

７００

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　

３乙９

０５５

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　

３１．２

岐

　　　

阜

静

　　　

岡
愛

　　　

知

三

　　　

重

滋

　　　

賀

１９１

２０９

ＺＩＯ
２０６

１８８

０９８

　　　　　　　　　　　

６．６

　　　　　　　　　　　　

１９．３

　　　　　　　　　　　　

３６．４

４８５

　　　　　　　　　　　

６，９

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　

３２．７

１０５

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１８．７

　　　　　　　　　　　　

３５．４

３８５

　　　　　　　　　　　

６７

　　　　　　　　　　　　

１９．２

　　　　　　　　　　　　

３５．○

８８８

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１８．５

　　　　　　　　　　　　

３８．Ｉ

京

　　　

都

大

　　　

阪
兵

　　　

庫
奈

　　　

良

和

　

歌

　

山

２１３
２２３
１８３

１８５

１９７

５５２

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１８．９

　　　　　　　　　　　　

３１．８

５７７

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１８．５

　　　　　　　　　　　　

３０．４

４２０

　　　　　　　　　　　

６．５

　　　　　　　　　　　　

１８．１

　　　　　　　　　　　　

３９．～

２３６

　　　　　　　　　　　

６，７

　　　　　　　　　　　　

１８．４

　　　　　　　　　　　　

３３．８

７６４

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　

３４．４

鳥

　　　

取

島

　　　

根

岡

　　　　

山

広

　　　

島
山

　　　　

ロ

１８～
１９１

１９５
２０５
１８８

６３３

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１９．８

　　　　　　　　　　　　

３０．０

０９６

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．Ｚ ２９．６

５３２

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．３

　　　　　　　　　　　　

３０．１

７４５

　　　　　　　　　　　

６・９

　　　　　　　　　　　　

１９．４

　　　　　　　　　　　　

３○．８

８２６

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１８．５

　　　　　　　　　　　　

３３．２

徳

　　　

島

香

　　　

川

愛

　　　

媛
高

　　　

知

福

　　　

岡

１８６

１９２
１８９

１８４
２０９

４４３

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　

３２．３

７７１

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１９．７

　　　　　　　　　　　　

３１．４

０４２

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１９．７

　　　　　　　　　　　　

３２．８

９８０

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．９

　　　　　　　　　　　　

３０．９

５３６

　　　　　　　　　　　

７．０

　　　　　　　　　　　　

１９．５

　　　　　　　　　　　　

２９．２

佐

　　　

賀
長

　　　

崎

熊

　　　

本
大

　　　

分

宮

　　　

崎

１８５
１７８

１９４

１７７

１９８

０１１

　　　　　　　　　　　

６．７

　　　　　　　　　　　　

１９，５

　　　　　　　　　　　　

３４．０

３３６

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１９．８

　　　　　　　　　　　　

３４．８

６８７

　　　　　　　　　　　

７．０

　　　　　　　　　　　　

１９．～ ２６．４

８４１

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９．０

　　　　　　　　　　　　

３１．８

３５７

　　　　　　　　　　　

７．０

　　　　　　　　　　　　

１９．９

　　　　　　　　　　　　

２８．８

鹿

　

児

　

島
沖

　　　

縄

１７９
１７４

７８７

　　　　　　　　　　　

６．８

　　　　　　　　　　　　

１９．１

　　　　　　　　　　　　

３１．３

１２３

　　　　　　　　　　　

６．９

　　　　　　　　　　　　

１９，４

　　　　　　　　　　　　

３２．７

短時間労働者の割合 （事業所規模１～４人、 調査産業計）

　　　

令和５年７月

注：１）令和５年７月末日現在の数値である。
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付表２

　

きまって支給する現金給与額、特別に支払われた現金給与額、通常日１日の実労働時間、

　　　

出勤日数、勤続年数及び短時間労働者の割合の推移（事業所規模１～４人、調査産業計）

年

きまって支給する
現金給与額１）

特別に支払われた
現金給与額２｝ 通常日１日の

実労働時間“
出勤日数１） 勤続年数３）

短時間労働者
の割合３｝

実額

　　

１

　

前年比 実額

　　

１

　

前年比

昭和５６

　　

５７

　　

５８

　　

５９

　　

６０

　　

６１

　　

６２

　　

６３

平成元

　

２

　

３

　

４

，

　　

５

　

６

　

７

　

８

　

９

　

ｌｏ

　

１１

　

１２

　

１３

　

１４

　

１５

　

１６

　

１７

　

１８

　

１９

　

２０

　

２１

　

２２

　

２３

　

２４

　

２５

　

２６

　

２７

　

２８

　

２９

　

３０

令和元

　

４）２

　

３

　

４

　

５

　　　

円

　　　　　　

％

　

１３～，５３３

　　　　　　

４．７

　

１４１，５６４

　　　　　　

４．４

　

１４３，５２１

　　　　　　

１．４

　

１４８，５３９

　　　　　　

３５

　

１５２，６３３

　　　　　　

２．８

　

１５４，ア０８

　　　　　

１．４

　

１～７，ア８４

　　　　　　

２Ｄ

　

１６２，２２７

　　　　　　

２．８

　

１６７，４４４

　　　　　　

３．２

　

１７６，６８９

　　　　　　

５．５

　

１８３，７０２

　　　　　　

４．０

　

１９０，３４２

　　　　　　

３．６

　

１９４，０４２

　　　　　　

１．９

　

１９３，６９５

　　　　　

－０．２

　

１９５，１００

　　　　　　

０．７

　

１９８，６６７

　　　　　　

上８

　

１９９，６１７

　　　　　　

０．５

２０１，４５３

　　　　　　

０．９

　

１９６，６７１

　　　　

‐２．４

１９６，６８８

　　　　　　

０．０

１９４，７６４

　　　　

‐１．０

１９３，７６２

　　　　

‐０．５

１９３，５７０

　　　　　

－０．１

１９２，５８８

　　　　　

－０．５

１９０，８８８

　　　　

‐０．９

１９０，フ４９ 一０・１

１９０，４８２

　　　　

‐０．１

′

　

１９２，６３０

　　　　　　

１．１

１８５，４０２

　　　　

‐３．８

１８４，６７６

　　　　

‐０．４

１８７，９６２

　　　　　　

１．８

１８８，９２８

　　　　　　

０．５

１９０，４７５

　　　　　　

０．８

１９２，１２０

　　　　　　

０．９

１９１，２６９

　　　　

‐０．４

１９５，７０１

　　　　　　

２．３

１９６，３６３

　　　　　　

０．３

１９～，４７６

　　　　

‐０．５

１９７，１９６

　　　　　　

０．９

１９９，９０２

２０３，０７９

　　　　　　

１．６

２０３，９５６

　　　　　　

０．４

　　

円

　　　　　　

％

２６５，３２７

　　　　　

２．６

２７３，３３１

　　　　　

３．０

２７６，１２５

　　　　　

１．Ｏ

２７８，１７２

　　　　　

０．７

２８６，４９１

　　　　　

３．０

２７５，９１３

　　　　

‐３．７

２８３，６８２

　　　　　

２．８

２９８，０７０

　　　　　

５．１

２９７，７５２

　　　　

一○．１

３３３，２３０

　　　　

１１．９

　

，
３６３，１５０

　　　　　

９．Ｏ

３６６，１６２

　　　　　

０．８

３６８，９４４

　　　　　

０．８

３３０，５０１

　　　

‐１０．４

３４４，４４０

　　　　　

４．２

３４３，８５１

　　　　

‐０．２

３３５，０８０

　　　　

‐２．６

３３４，９８７

　　　　　

０．０

２８５，２９３

　　　

‐１４．８

２８４，７７２

　　　　

‐０．２

２７４，２９７

　　　　

‐３．７

２５０，９７２

　　　　

‐８．５

２４１，５７７

　　　　

‐３．７

２２～，３０３

　　　　

‐６．７

２２０，７６４

　　　　

‐２．０

２１９，４７５

　　　　

‐０．６

２１４，６２９

　　　　

‐２．２

２０８，３６７

　　　　

‐２．９

１９５，３８７

　　　　

‐６．２

１８４，６９４

　　　　

‐５．５

１９１，０１４

　　　　　

３．４

１９１，４００

　　　　　

０．２

２０１，８０８

　　　　　

５．４

２０８，４８８

　　　　　

３．３

２１６．９６５

　　　　　

４．１

２２７，２０６

　　　　　

４．７

２２７，４５７

　　　　　

０．１

２３５，６８４

　　　　　

３．６

２４７，６３４

　　　　　

５．１

２５３，１５７

２５８，２６８

　　　　　

２．０

２６１，３１７

　　　　　

１．２

　

時間

フ．７

７．７

７．６

７．６

７．６

７．７

７．６

７．６

７．６

７．５

７．５

７．４

７．４

７．４

７．３

７．４

７．３

７．３

７．３

７．３

７．３

７．３

７．３

７．２

７．２

７．２

７．２

７．２

７．ｌ

７．ｌ

７．ｌ

７．ｌ

７．ｌ

７．ｌ

７．０

７．０

７．０

７．０

６．９

６．８

６．８

６．８

　　

日

２４７

２４．６

２４．３

２４．３

２４．５

２４．４

２４．３

２４．ｉ

２３．８

２３．７

２３．４

２３」

２２．７

２２．６

２２．５

２２．５

２２．Ｉ

２２．Ｏ

２１．８

２１．７

２１５

２１．８

２１．５

２１．４

２１．ｌ

２ＬＩ

２１．Ｉ

２１．２

２０．８

２０．７

２０．６

２０．６

２０．７

２０．フ

２０．４

２０．２

２０．Ｉ

１９．９

１９．８

１９．３

１９．２

１９．Ｉ

　

年

６．５

６．８

６．７

７．０

７．２

７．３

７５

７．６

７．８

８．Ｏ

８．３

８．７

８．９

９．Ｏ

９．２

９．４

９．３

９．６

９．２

９．６

９．７

９．８

９．８

９．９

ｌｏ．ｌ

１０．４

ｌｏ．９

１１．ｌ

１０．６

１０．８

＝．０

１１．０

１１．２

”．４

１１．３

１１．６

＝．７

１２．Ｏ

ＩＺ．Ｏ

１２．６

１２．８

１２．６

　

％

１５．８

１６．２

１８，３

１８‘４

１８．フ

１８．６

１８．９

１９．３

２０．９

２１．３

２２．４

２３．Ｉ

２３．ｌ

２３．７

２４．Ｏ

２４．Ｏ

２４．３

２４．５

２５．Ｏ

２４．８

２４．９

２５．Ｏ

２５．５

２５．４

２６．Ｏ

２６．９

２６．９

２７．Ｏ

２８．２

２８．４

２８．ｌ

２８．Ｏ

２８．Ｏ

２８．５

２９．Ｏ

２８．９

２９．２

３０．ｌ

３０．９

３１．３

３１．３

３１．７
注：１）各年７月の数値である。

　

２）調査年の前年８月１日から調査年７月３１日までの１年間分の数値であり、勤続１年以上の者を対象に算出している。

　

３）各年７月末日現在の数値である。

　

４）令和２年は特別調査を中止しており、令和２年９月に特別調査の代替措置として実施した「小規模事業所勤労統計調査」の結果によると、

　　　

事業所規模１～４人のきまって支給する現金給与額は２０２，３７２円、特別に支払われた現金給与額は２７０，９９４円、通常１日の実労働時間は６．９時間、

　　　

出勤日数は１９．３日、勤続年数はず３．８年、短時間労働者の割合は３０．６％となっている。

一１０一


